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設立趣意書            
 

 
 
 ２１世紀を目前に控えた今、国際化や高度情報化の急速な進展がもたらす社会・経済構造の変化が進む

一方で、環境問題や資源エネルギー問題の顕在化など、わが国は大きな変動の時を迎えている。 

 今日の環境問題は、身近な生活環境から地球温暖化など地球的規模の問題にまでわたり、その多くは都

市生活型の公害や地球温暖化にみられるように、日常生活や事業活動に伴って生じた環境への負荷の増大

に起因している。これらの環境問題の解決を目指すとともに、豊かな自然環境を将来の世代に継承してい

くためには、これまでの大量生産・消費、廃棄型の社会経済システムや生活様式を変革し、環境への負荷

の少ない持続的発展が可能な社会を構築しなければならない。 

 環境をめぐる諸問題は、従来の学問が対象とする領域を超える複合的な問題として現れており、人と社

会と自然との関係を広い視野から多角的・総合的に理解し、環境と調和した新しい社会経済システムの構

築に創造的に取り組む人材の育成が求められている。 
 鳥取県は、多様で美しい自然環境や優れた生活環境に恵まれている。本県は、環日本海諸国との環境問

題に関する交流・協力に積極的に取り組むとともに、平成９年には環境基本条例を制定し、環境を保全し、

より快適な環境を創造し、将来世代に引き継いでいくことを謳うなど、豊かな自然環境を保全するため県

として積極的に取り組んでいる。 
 しかしながら、鳥取県が次代においても自然環境や優れた生活環境を保ち、豊かさと活力に溢れる県勢

の持続的発展を期すためには、これらの施策のみならず、地域の問題から地球的規模の環境問題の解決に

創造的に取り組むことのできる資質を備えた専門人材の育成が必要である。 
 鳥取県と鳥取市は、これらの時代と地域の要請に応え、環境問題について人と社会と自然との共生の理

念を基本に取り組み、解決できる人材の育成と創造的な学術研究を目指し、国内はもとより国際社会で活

躍する人材を養成する大学の設立を志すものである。 
 本学は、高等教育機関充実への県民の期待を背景に、公的な支援による高い教育研究条件を備えるとと

もに、自主・自立体制を構築することにより、私学の柔軟性や即応性を活かした大学運営を図るため、鳥

取県、鳥取市の連携によって新たな学校法人を設立する｢公設民営方式｣とすることとし、民間の協力を得

ながら設立するものである。 
 

（学校法人鳥取環境大学寄附行為認可申請書より） 
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基本理念                
 

 
 
 鳥取環境大学は、｢人と社会と自然との共生｣の実現に貢献する 

 有為な人材の育成と創造的な学術研究を行うことを大学の基本理念とする。 

 

 

 

目的                        
 

 
 
１．教育 

  ①教育を最重要課題として、自律的行動のできる健全な社会人を育てる。 
  ②環境についての基礎基本とともに、各専門領域の知識や問題解決法などを身につけた人材を育成す

る。 
 
２．研究 

①人と社会と自然との共生の実現のための研究に取り組む。 
  ②各領域の専門性を活かしつつ、環境問題解決のために総合的に研究を推進する。 
 
３．大学の在り方 
  ①グローバルな視点や意識をもちつつ、地域に根ざした問題に取り組み、また、大学の機能、知的資

源を活用し地域に役立てる。 
  ②すべてのステークホルダーを配慮しつつ、よりよい大学を目指し常に改善努力する。 
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沿革                  

開学前          
   

１９９５年（平成 ７年）  鳥取商工会議所等から、「東部地区へ公立大学を設置」についての要望

が鳥取県及び鳥取市へ提出される 
  １９９７年（平成 ９年）  鳥取県と鳥取市が、有識者からなる「大学設立準備委員会」を設立し 

公設民営方式による新大学の設置について検討を始める 
  １９９８年（平成１０年）  「新大学基本計画」を県議会、市議会が了承 
                   具体的な教育内容の検討と教員確保に着手 
    １９９９年（平成１１年）   文部省の許可を受けて、鳥取環境大学設立準備財団が設立される 
                   文部省へ学校法人鳥取環境大学寄附行為と大学設置の認可申請 
                   環境に配慮した様々な工夫を凝らしながら大学施設を建設工事 
  ２０００年（平成１２年）  文部省からの認可を受け、平成１３年４月の開学が決定 
 

開学後          
   

２００１年（平成１３年）  鳥取環境大学開学［環境情報学部（環境政策学科・環境デザイン学科・ 
情報システム学科）］ 

  ２００５年（平成１７年）   大学院開設［環境情報学研究科 環境情報学専攻（修士課程）（社会環

境学領域・環境デザイン領域・情報システム領域）］ 
  ２００９年（平成２１年）  環境マネジメント学科開設 

                環境政策学科を環境政策経営学科、環境デザイン学科を建築・環境デザ

イン学科へ名称変更 
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平成２０年度事業報告書（目次）  
１．事業の内容                                   
 
  （１） 平成２０年度重点事業に係る事業報告        ・・・・ｐ．５ 
  （２） 教育研究                     ・・・・ｐ．１０ 

（３） 学生生活                     ・・・・ｐ．１５ 
（４） 大学広報と入学試験                ・・・・ｐ．２２ 
（５） 就職等進路支援                  ・・・・ｐ．２７ 
（６） 学外交流                     ・・・・ｐ．３５ 
（７） 環境関連活動                   ・・・・ｐ．４０ 
（８） 情報システム関連                 ・・・・ｐ．４３ 
（９） 新学科の設置準備                 ・・・・ｐ．４４ 
（10）  法人運営管理                   ・・・・ｐ．４５ 

 
２．法人の概要                                    
 
  （１） 学校学部・学科等                 ・・・・ｐ．４７ 
  （２） 入学定員、学生数の状況              ・・・・ｐ．４７ 

（３） 教職員・役員の概要                ・・・・ｐ．４７ 
 
３．財務の概要                                    
 
  （１） 経年比較                     ・・・・ｐ．４８ 
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１ 事業の内容 

（１）平成２０年度重点事業に係る事業報告 

  １ 学科改編に向けた諸準備 

   既存学科の３学科に加え、新たに環境マネジメント学科開設の届出を文部科学省に行い、受理

された。併せて、環境政策学科を環境政策経営学科に、環境デザイン学科を建築・環境デザイン

学科にそれぞれ名称変更する届出を行った。また、建築・環境デザイン学科においては、一級建

築士試験受験資格認定課程の変更に対応した。 
学科改編については、主として受験生に対して受験雑誌、Ｗｅｂ、新聞広告等により広報した。

特に新聞については、全国紙１紙に全面広告を掲載した。 
     また、研究所の設置に向けて、全学横断的な研究事業として「廃棄物系バイオマス（廃食用油）

の利活用を核とした低炭素循環型社会の構築に関する研究」が平成20年度私立大学戦略的研究基

盤形成支援事業に採択された。 

 
２ 本学の在り方に関する改革検討委員会の設置等 

 県民・市民の視点で幅広い見地から本学の今後の在り方を検討するため、理事会の下に関

係各分野の委員による「鳥取環境大学改革検討委員会」を設置し、学費水準、奨学金等学生

支援制度、大学の魅力度向上のための施策、看護学科、設置形態など、本学運営に係る重要

事項について意見を交換した。 

開催日 協議事項 

５／１９ 

委員長の選出及び委員長職務代理者の指名 

鳥取環境大学の現状について 

授業料等の額について 

６／２４ 

学費について 

平成２１年度学生募集について 

平成２２年度以降の本学のあり方について 

９／１７ 平成２２年度以降の学生募集に向けた改善・改革について 

１２／１８ 
鳥取環境大学の魅力度向上について 

看護学科について 

      委員会での検討を受けて、環境活動や文化・スポーツ活動に優れた実績を有する者に対する奨

学金の支給や、家賃助成、兄弟姉妹施設費免除などの学生支援策が、平成２１年度から新たに導

入されることとなった。 
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３ 学生の確保 

【 入試結果 】 
平成２１年度入試の結果については、下表のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        

  志願者の減少傾向は止まっていないが、入学者数は開学以来初めて前年度を上回った。要因として

は、ＡＯ入試及び推薦（指定校）入試という専願の志願者が前年度を若干上回ったこと及び合格者の

入学手続率が高かったことが挙げられる。 

  学科改編による効果は、若干ではあるが入学者が増えていることから、あったものと思われる。 

 

【 広報活動 】 

資料請求者などの接触者総数は対前年度比１２４％の４,９９０件と、また、接触者実数も対前

年度比１１７.５％の３，９３９件と大幅に伸びたが、志願者増には結びつかなかった。効果的な

時期・媒体の検討や、魅力的な内容に変更することにより、志願者増を目指す。 

６／１４、８／２～３、１０／５に本学においてオープンキャンパスを実施した。４日間の来場

者は６１３名で昨年より１７５名減少したが、受験対象者（高校生）が２２２名と昨年の２１６名

に若干増加した。今後は、イベントの見直しや告知方法を改善して、参加者増を目指す。 

また、昨年より２５０校以上多い県内外の延べ１，０１４校を訪問し、本学の説明と出願の依頼

を行った。年度当初には学長が県内高校を訪問し、県内及び近県の高校には担当参与による訪問を

重点的に行った。訪問時期の検討、訪問資料の改善、訪問先の検討・拡大を行い、更に効果的かつ

精力的に高校訪問を実施する。 

 
 
 
 
 

志願者 合格者 入学者 
区分 学科 

募集 

定員 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 

環境政策経営 99 84 77 50 

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 99 96 
205 △12.2%

89 
187 △11.2%

54 
96 108.3%

建築・環境ﾃﾞｻ゙ ｲﾝ 39 34 35 △2.9% 31 31 ±0.0% 23 19 121.1%

情報ｼｽﾃﾑ 39 45 58 △22.4% 35 39 △10.3% 25 26 △3.8%

合計 

計 276 259 298 △13.1% 232 257 △9.7% 152 141 107.8%

環境政策 2 3 2 150.0% 3 2 150.0% 2 2 ±0.0%

環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ 2 2 0 － 2 0 － 2 0 － 

情報ｼｽﾃﾑ 2 2 1 200.0% 0 1 － 0 1 － 

編入学 

(１・２期)

計 6 7 3 △25.0% 5 3 166.6% 4 3 133.3%

＊ 本年度志願者には社会人、留学生を含む。 
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４ 教学の充実 

【 ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）研修の実施 】 

開催日 テーマ 講師
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【 ＢＤＦスクールバス 】 

      運行期間：Ｈ２０．４～Ｈ２１．２（土・日・祝日、長期休暇時は運休） 

運行区間：本学～JR津ノ井駅～JR鳥取駅 往復 

   運行便数：１日６便 
      乗降者数（延べ人数）：２２，０６３人 

１日平均乗降者数：１２７人 
１便平均乗降者数：２１人 
ＢＤＦスクールバスでの通学が浸透し、利用者の増が見込まれることから、平成２１年度からは、

朝、夕のみＢＤＦバス２台体制とする。 
 
【 就職活動支援 】 

平成２０年度学部卒業生の就職内定率は８６．８％となり、前年より７ポイント以上低下し１期

生以来維持してきた９０％台を割り込む結果となった。 
   前年の早い時期から原油高騰の影響もあり厳しい環境を予想していたため、企業訪問の強化、未

接触の学生に対する電話連絡の前倒し実施等対策を講じたが、成果には繋がらなかった。各企業開

拓担当参与の開拓企業や、学内合同説明会参加企業等本学学生の採用に積極的な企業へ適切且つタ

イムリーに学生を誘導出来ていたか反省点が残る。 
また、県内出身者が県内に就職する割合が４０％を切る状況となった。従業員２０名以上の県内

企業約１，０００社に求人票送付の依頼を出したが、実際に求人票が届いたのは３０社程度に過ぎ

ず、県内企業の厳しい状況を表している。昨年も少ない機会を生かすべく県内企業紹介ガイダンス

を５月と７月に実施し、受験を促したがなかなか内定には結びつかない状況であった。 
 

６ 地域への貢献 

【 公開講座等の開催 】 

  県東部、県西部で２シリーズ、計１８回の講座を実施した。平成２１年度においても、県東部、

県西部での開催を継続し、固定層の満足と新規層の取り込みに務める。 

また、公開講座以外にも、地域社会へ研究・教育の成果を還元するため、環境問題に関する

講演会等を開催した。アンケート等の結果によっても、これらのイベントに対する満足度は高く、

地域貢献という本学の使命の１つを果たしていると考える。また、学生がこうしたイベントに参加

することで、学生に対する教育効果も期待できる。今後も引き続き、地域イベントの開催及び参画

を行う。 

 
７ 環境への配慮 

【 ＩＳＯ１４００１ 】 
  平成２１年１月に外部審査機関による更新審査を受け、合格した。更新審査では９点の改善点が

指摘されたところであり、今後、指摘された９点の改善に取り組み、本学EMSの向上・改善に努め

る。 
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（２）教育研究 

  ア 学部卒業生 

環境情報学部 人 数 

環 境政 策学 科 １４９名 

環境デザイン学科 ４４名 

情報システム学科 ３６名 

合  計 ２２９名 

  

イ 環境政策学科 

     社会科学と自然科学、二つの視点から総合的に環境政策や社会システムの立案ができる人材を

育成 

   

（ 学科の特徴 ） 

   ・ 法学や経済学、経営学といった社会科学的アプローチを重視する。 

   ・ 環境問題の発生基盤となる社会の構造や企業の役割を理解することに努める。 

   ・ 環境問題が発生するメカニズムを自然科学的見地からも考察する。 

   ・ 行政や企業などのフィールドで、総合的な視点から環境保全対策を立案することのできる能力

を備えた人材を育てることを目指す。  

   ・ 学生が夢中になり、楽しく学べる学科づくりを目指す。 

   

ウ 環境デザイン学科 

     家具から建築、街並み、都市計画まで、環境と調和するデザインを創造することのできる人材

を育成 

 

  （ 学科の特徴 ） 

   ・ 環境に優しい生活の在り方を総合的に探求する。 

   ・ 環境デザインの演習・講義・実験を通じて「安全・健康・快適で耐久性のある美しい生活空間」

を実現するためのデザインと技術を学ぶ。 

   ・ 地球の環境について視野を拡げ、自然と人間の未来を豊かな目で見つめ、将来の生活環境に貢

献できる人材を育成する。 
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  エ 情報システム学科 

     理工系と人文社会系の知識をバランス良く有し、循環型の社会経済システムやライフスタイル

のための高度な情報システムを構築することができる人材、及び、急速に進展するコンピュータ

技術に対応できる素養を持ち、コンピュータシステムを、それが利用される環境で最適に運用す

るための思考法と方法論を持った人材を育成 

 

  （ 学科の特徴 ） 

   ・ 教育中心・重視の大学として、学生に高い付加価値をつけて送り出すことを第一の役割とする。

ただし、手取り足取り教えるのではなく、学生に「各人が自らを育てる責任」があることを伝

え、自ら学ぶ力とそのための基礎的知識、習慣、スキルを身につけてもらう。 

   ・ 豊かな人間性と感受性を持って、人生をいきいきと生きる人物に育つよう、全人的教育を行う。 

    （健全な社会人、国際的に活躍できる人材を育成するには、単に知育だけでなく、全人的教育が

求められる。） 

   ・ 情報システムの世界は技術の進展も早く、また、関連領域も広いので、自分で学ぶことと併せ

て、多くの他分野の専門家とも協力して仕事ができることが大事であり、コミュニケーション

能力を重視する。 
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  オ 人間形成教育センター 

     幅広い教養教育・基礎教育である「人間形成科目」を開講して、専門教育への橋渡しを行う。 

   

（ 人間形成科目とは ） 

      世界で通用するコミュニケーション能力を効果的に身につける「外国語科目」、コンピュータの

基礎から応用までを体系的に学ぶ「情報処理科目」、豊かな人間性を育むために幅広く学問の基礎

を学ぶ「総合教育科目」、これら三つの科目群で構成さ

ささ
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  キ 大学院修了生 

環境情報学研究科 人 数 

社会環境学領域 ２名 

環境デザイン領域 ４名 

情報システム領域 ６名 

合  計 １２名 

   ＊ 大学院第２期修了生 

  

（ 環境情報学研究科の特徴 ） 

   ・ １専攻「環境情報学専攻」３領域「社会環境学領域」「環境デザイン領域」「情報システム領域」 

で構成し、各分野の先端的な学術研究を推進し、「環境学」の高度な専門性と幅広い視野・見識 

を持つ人材を育成する。 

   

ク 研究計画 
・ 学内研究費による研究 

     専任教員による個人研究費による個人又は共同研究を実施。 

・ 学外研究費による研究 

［ 受託研究(６件、５，０８２千円) ］  

タイトル 企業名等 金額（千円） 

セラミック沿面放電を利用した燃焼の促進 （有）S&A技研 ５００ 

宇宙機搭載の小型軽量なマルチパラメータ降雨レーダの研究 （財）日本宇宙フォーラム ８８０ 

熱帯降雨観測衛星（TRMM）降雨レーダ（PR）標準アルゴリズムシス

テムの高度化についての検討 
（独）宇宙航空研究開発機構 １，５９８ 

県産木製ベンチ・デザイン試作委託業務 鳥取県農林水産部森林保全課 ２０２ 

勝福寺本堂の耐震性能調査および耐震改修法の検討 宗教法人勝福寺 １，１０２ 

平成20年度森林生態系における炭素収支モニタリング （独）国立環境研究所 ８００ 

 

［ 共同研究(２件、６，６５３千円) ］ 

タイトル 企業名等 金額（千円） 

木造住宅用免震支持具の開発＊ 家の修繕・ねっとわーく（有） ０ 

人体内通信を利用した自動健康コンサルティングシステムの開発 （株）eBase Solutions Laboratory ６，６５３ 

    ＊ 平成１９年度から継続。平成２０年度受入額０円。 

 

 

 

 

 



 

- 14 - 

［ 公募採択型研究（３件、１，０８０千円）：金額は確定分のみ ］ 

タイトル 企業名等 金額（千円） 

定年帰郷願望への対応策研究 
鳥取県平成２０年度とっとり「知の財

産」活動推進事業 
９９９ 

廃食油回収用ユビキタスネットの研究開発 

中国総合通信局 平成２０年度戦略

的情報通信研究開発推進制度（SCOPE）

地域ICT振興型研究開発 

８１ 

廃棄物系バイオマス（廃食用油）の利活用を核とした低炭素循環型

社会の構築に関する研究 

平成２０年度私立大学戦略的研究基

盤形成支援事業 

１７，６３３

（補助金額

９，１４５） 

     

[ 鳥取県環境学術研究費補助金（１３テーマ採択、補助金額１７，２４２千円）] 

 

[ 科学研究費補助金（研究代表者６件、研究分担者６件、補助総額１５，２５８千円（内訳：直接

経費 １１，９９１千円、間接経費 ３，２６７千円））] 

 

ケ 研究者及び研究成果の公開 

     大学シーズ(研究者情報)等の PRを行い、産学官連携の推進を図る。 

   ・ 『研究者一覧・研究テーマ集２００８』の発行・・・１，８００部 

 

・ 本学教員の研究成果の一部を「鳥取環境大学紀要第７号」として発行。 
（平成２１年３月に５００部を発行） 
掲載論文数：５編 
大学等学外機関に３０８部、学内関係者１２４部送付 
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（３）学生生活 

ア 平成２１年度学生状況 
〔学部〕                     （2009年4月1日現在、単位：人 休学者は内数） 

09年度生 08年度生 07年度生 06年度生 
05年度生 
以前 合 計 

学 科 名 

入
学 
定
員 

入

学 

在

籍 

休

学 

入

学 

在

籍 

休

学 

入

学 

在

籍 

休

学 

入

学 

在

籍 

休

学 

在

籍 

休

学 
在籍 

休 

学 

環 境 政 策 学 科 166 - - - 96 94 2 105 98 2 152 142 2 22 2 356 8 

環境デザイン学科 79 - - - 19 15 1 38 35 1 37 33 0 6 2 89 4 

情報システム学科 79 - - - 26 22 3 46 41 5 41 34 0 14 4 111 12 

小  計 324 - - - 141 131 6 189 174 8 230 209 2 42 8 556 24 

環境政策経営学科 99 50 50 - - - - - - - - - - - - 50 - 

環境マネジメント学科 99 54 54 - - - - - - - - - - - - 54 - 

建築・環境デザイン学科 39 23 23 - - - - - - - - - - - - 23 - 

情報システム学科 39 25 25 - - - - - - - - - - - - 25 - 

小  計 276 152 152 - - - - - - - - - - - - 152 - 

総  計 - 152 152 - 141 131 6 189 174 8 230 209 2 42 8 708 24 

＊ 入学定員には編入定員を含まない 

 
〔大学院〕          （2009年4月1日現在、単位：人、休学者は内数） 

09年度生 08年度生 
07年度生 
以前 

合 計 
領 域 名 

入 
学 
定 
員 

入 
学 

在 
籍 

休 
学 

入 
学 

在 
籍 

休 
学 

在 
籍 

休 
学 

在 
籍 

休 
学 籍

 

 

在

休

  数名、  0、、T΁Tݶ琀休籍   ⤀ ⠀ ♀ ⑰ᘀ ∀ ℀ ᦗ怀 ᝱ ᖐv
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ウ 科目等履修生及び聴講生の受入 

     一般の方に修学の場を提供した。 

     前期：聴講生 ２名（うち新規１名、継続１名） 

     後期：聴講生 ３名（うち新規１名、継続２名） 

  

  エ 教育懇談会及び進路相談会の開催 

     平成１８年度以降入学者の保護者を対象に、学業成績、学生生活及び就職活動状況について教 

職員と懇談する教育懇談会を、下記３会場で開催。 

 

     １１／ １ 大阪会場 参加保護者数１１名（うち個別面談数 ９名） 

     １１／１６ 米子会場 参加保護者数２６名（うち個別面談数１４名） 

     １１／２３ 本学会場 参加保護者数５８名（うち個別面談数４７名） 

 

   ・ 最終年次の学生（平成１７年度以前入学者）の保護者を対象に、就職活動状況等につき進路相

談会を開催。 

     １１／２３ 本学会場 参加保護者数２７組（個別面談のみ） 

   

オ 聴覚障害者に対する学習支援 

   次年度は、対象者が専門科目を受講する学年になり、また、学科も全学科にわたることとなる。

一方、熟練者の卒業もあるため、その辺りも考慮し、パソコン要約筆記ボランティアの養成を積

極的に行わなければならない。加えて、手指の機能ほかに障害のある学生の入学が予想されるた

め、その対応についても検討している。 
 

   ・ パソコン要約筆記者の養成並びに授業支援 

     要約筆記ボランティア養成講座：４／１９ １０：００～１６：００並びに９／２７ １０：

００～１６：００ 

     要約筆記ボランティア登録者数：２０名で、前期２６科目（うち集中２）後期１２科目（うち

集中１）に対応。 

   ・ 手話講座の開催：２００８年度は開催せず。 
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  カ ＢＤＦスクールバス 

     運行期間：Ｈ２０．４～Ｈ２１．２（土・日・祝日、長期休暇時は運休） 

運行区間：本学～JR津ノ井駅～JR鳥取駅 往復 

     運行便数：１日６便 
        乗降者数（延べ人数）：２２，０６３人 

１日平均乗降者数：１２７人 
１便平均乗降者数：２１人 
ＢＤＦスクールバスでの通学が浸透し、利用者の増が見込まれることから、平成２１年度か

らは、朝、夕のみＢＤＦバス２台体制とする。 
 

キ 奨学金、授業料減免 

     成績が優秀であるにもかかわらず経済的な理由で修学が困難な学生を対象に、奨学金制度及び

授業料減免制度に基づき奨学金を支給もしくは貸与及び授業料減免等の措置を講じた。 

     平成２０年度から、授業料減免制度を拡充し、より手厚い支援を行った。 

   [ 授業料等減免 ] 

     県内出身の学部生については、その世帯の総所得額が県立高校の授業料減免基準に準じた所得

基準に達しない場合、年度ごとに、授業料、実験実習費及び施設費（以下「授業料等」）の半額

を免除する。 

     県外出身者の学部生については、学期ごとに各学年３～４名程度に対し、授業料等の半額を免

除。大学院生については、学期ごとに３名程度に対し、授業料の半額を免除する。 
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（ 半額免除 ） 

   鳥取県出身学部生 減免対象者数（年度ごとに授業料減免） 

対象 免除金額／年 １年次 ２年次 ３年次 ４年次 合計／人 
環境政策学科 ５０万円 １９ ９ １４ １１ ５３ 
環境デザイン学科 ６５万円 ４ ６ ３ ５ １８ 
情報システム学科 ６５万円 ７ ３ １０ ５ ２５ 

合計  ３０ １８ ２７ ２１ ９６ 
＊ 平成２０年度から、鳥取県内出身の学生を対象に、県立高校の授業料減免制度に準じた所得基準を適用する授業料等

（授業料・実験実習費・施設費）半額免除制度を実施している。 

 
県外出身学部生・大学院生 減免対象者数（半期ごとに授業料減免） 

対象 免除金額／期 前期／人 後期／人 合計／人 
大学院 ２５万円 ３ ５ ８ 
環境政策学科 ２５万円 １２ １４ ２６ 
環境デザイン学科 ３２．５万円 ２ ３ ５ 
情報システム学科 ３２．５万円 ０ １ １ 

合計  １７ ２３ ４０ 
＊ 平成２０年度から、半額免除の対象金額は、授業料・実験実習費・施設費との合計金額とする。 

   

  平成２１年度からは、新たな就学支援として「鳥取環境大学奨学金」、「アパート代助成」、「兄

弟姉妹施設費免除」の導入を行う。 

（ 鳥取環境大学奨学金 ） 

  ・ 環 境 活 動 部 門：高等学校在学中に公的に認められた環境活動の実績を有し、入学

後も学業並びに環境問題解決に積極的に取り組むことが期待され

る新入生に、年２５万円を原則として在学中４年間支給する。 

  ・ 文化・スポーツ活動部門：高等学校在学中に、文化部活動・運動部活動において全国的もし

くは都道府県レベルで顕著な実績を有し、入学後も学業並びに課

外活動等に積極的に取り組むことが期待される新入生に、年５０

万円又は２５万円を原則として在学中４年間支給する。 

  ・ 成 績 優 秀 部 門：２年次から４年次までの学生で、前年度の成績が各学科の中で特

に優秀で、他の模範と認められる在校生に、支給決定がなされた

年度の授業料・実験実習費・施設費の合計額の半額を支給する。 

 

（ アパート代助成 ） 

    実家を離れ、賃貸借契約によりアパート等に居住する在学生に対し、家賃の２０％（月額１

万円が上限）を助成する。 
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（ 兄弟姉妹施設費免除 ） 

    本学の卒業生又は在学生の兄弟姉妹が本学に入学した場合、入学した兄弟姉妹のうち２人目

以降の者の施設費を免除する。 

［ 鳥取市鳥取環境大学奨励金、日本学生支援機構奨学金、地方公共団体等その他の奨学金 ］ 

   （ 鳥取市鳥取環境大学入学奨励金 ） 

      入学試験出願時に鳥取市に住所を有するか、または鳥取市内の高等学校を卒業した者に対し、

鳥取市から入学金（２５万円）の半額が交付される。 

     平成２０年度交付実績：６２名 
     ＊ 大学院への入学に対して奨励金は交付されない 

 
   （ 鳥取市鳥取環境大学就職奨励金 ） 

      本学を卒業した翌年度末までに鳥取市内で就業し、かつ、鳥取市に住所を有する卒業生に対

し、鳥取市から入学金（２５万円）の半額が交付される。 

     平成２０年度交付実績：３１名（全て学部生） 
 
    （ 日本学生支援機構奨学金（貸与型） ） 

対 象 人 数 採用実績 

大学院 １４名 ６０．９％ ＊ 

学 部 ３２９名 ４０．７％ ＊ 

   ＊ 採用実績は本学学生総数に対しての割合。 

     
（ 地方公共団体等その他の奨学金 ） 

学部 ３８名 
 

（ 特待生 ） 

      一般入試Ａ方式及びセンター試験利用入試前期の成績優秀者で特待生として選考され入学し

た者 

学 年 環境政策学科 環境デザイン学科 情報システム学科 合計（学年ごと） 

４年 ３名 ０名 ０名 ３名 

３年 １名 １名 ２名 ４名 

２年 ３名 ２名 ２名 ７名 

１年 ０名 ０名 １名 １名 

合計（学科ごと） ７名 ３名 ５名 １５名 

   ＊ 優遇措置として鳥取市鳥取環境大学奨学金と学費（授業料・実験実習費、施設費）の一部免除との併用により、

学費を全額免除。 

   ＊ 平成２０年度以降については、鳥取市鳥取環境大学奨学金の制度変更により、本学が特待生全員の学費の全学を

負担する。 
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ク 学生生活相談 

   メンタル面に問題を抱えた学生が多くなっていることもあり、チューターとして学生に関わる

教員からも、メンタルケアの心構え、スキルについて専門家の話が聞きたいとの要望が寄せられ

ている。次年度早期にＦＤの一環として教職員向け研修会を実施する。また、学生だけでなく、

保護者が学生の実状をどのように認識し、理解しているのかということについて問題のある事例

もあり、保護者についても理解を求める努力をする必要のある場合がある。 

 

   ・ 保健室における学生相談（随時実施）                           

相談件数：延べ９３９件／年 

   ・ 校医［メンタルヘルス、スポーツ、一般内科］による健康相談（毎月実施）  

相談件数：延べ ３４件／年 

相談内容 件数 全体の割合 

カウンセリング ５０１件 ５３．４％ 

健診結果通知（就職活動関連） １１５件 １２．２％ 

難病他 ９８件 １０．４％ 

呼吸器系疾患（風邪等） ６２件 ６．６％ 

その他 １６３件 １７．４％ 

合 計 ９３９件 － 

   

ケ 学生フォロー制度の実施 

     新入生を対象に、３学科共通の必修科目の出欠状況をチェックし、欠席回数の多い学生につい

てチュータ（各学科の担任教員）もしくは職員が面談を通じて欠席原因を把握し、問題点を早期

に解決して有意義な学生生活が送れるよう支援することを目的として、平成１８年度から実施。

問題が解決されない場合には引き続き支援を継続。 

     この制度によって抽出されなかった学生、或いは、２年生以上であっても、問題を抱えた学生

については、教職員（保健師を含む）が連携し、必要とあれば保護者も交えて、問題解決を支援。 

     

コ 大学公認クラブ（部・同好会） 

組 織 体育系 文化系 合 計（組織ごと） 備考 

部 活 １１ １１ ２２ 構成員 １０名以上 

同好会 １６ １９ ３５ 構成員 ５名以上 

合 計（系統ごと） ２７ ３０ ５７ － 

 

 

 

 

 



 

- 21 - 

  サ 学生表彰 

  ［ 学生年度表彰 ］ 

    課外活動、社会活動、大学活性化等、１年間を通じて顕著な成績を残した団体・個人を表彰 

    表 彰 式：Ｈ２１．１／１４ 

    課外活動 体育部門：２名と１団体 

    課外活動 文化部門：２名 

社 会 活 動 部 門：６団体（うち環境分野３団体） 

アクティビティ部門：３名と４団体 

   

［ 卒業生表彰 ］ 

４年間の学業成績が各学科トップの者及び課外活動、社会活動、活性化等での功績が顕著な者

を表彰 

表 彰 式：Ｈ２１．３／２０（学位授与式において） 

    成 績 優 秀 者：各学科１名 

    課外活動 体育部門：１名 

課外活動 文化部門：２名 

社 会 活 動 部 門：４名（うち環境分野１名） 

アクティビティ部門：５名（うち環境分野１名） 

 
シ その他学生関連行事・活動状況等 

   ・ 鳥取しゃんしゃん祭への参加 

      ８／９ しゃんしゃん傘踊り（一斉踊り）に本学学生８６名と同窓生２３名が「鳥取環境大

学連」として参加。 

・ 第８回環謝祭の実施 

      １０／１１～１２本年度は音楽イベントを中心に実施。高月紘氏を迎えて特別講演会を行っ

た。 

・ 第５回環大コンペ表彰式（鳥取環境大学を支援する会からの支援事業） 

      大学生活向上或いは地域社会に貢献する優れた企画を実施する団体個人に賞金授与。 

      １位：鳥取環境大学キャンパスリユース２００８ 

２位：日本列島を軽くしよう！～JUMP～ 

３位：SAKYU 自由学園７月 DAY キャンプ、竹林を中心とした里山再生プロジェクト、鳥取環

境大学駅伝チームの結成 

   ・ 京都大学、京都産業大学、本学合同ゼミ 

      ７／５本学にて「海洋環境をめぐる諸問題」をテーマに３大学合同ゼミを実施。本学学生２

名が報告を行った。 

・ 米子鳥取間駅伝競走に初参加 

      １１／８～９の米子鳥取駅伝競走大会に初参加。６０チーム中３６位。 
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（４）大学広報と入学試験 

 【 大学広報 】 

  ア 第５回環境論文募集と発表会の実施 

地球環境問題について高校生の意識を高めることを目的として、第５回環境論文の募集を行った。

今回のテーマは「水とわたしたち」で、全国２２都道府県３９校から過去最高の１,４２３作品の

応募があり、１０／１２に発表会及び表彰式を開催した。 

表彰式終了後、第２部として学生組織である学友会からの活動報告があり、その後、環境マンガ

でも有名な石川県立大学教授の高月紘さんが「地球環境問題と私たちのくらい」というタイトルの

講演会を行った。 

応募総数及び県内からの応募数は増加したが、応募都道府県数が昨年と同様、また高校数が減少

した。今後はさらなる応募数及び応募都道府県数・高校数増のため、新聞広告の活用、高校訪問時

の案内等広報に力を入れる。また発表会当日の参加者も少なかったため、県内高校への参加依頼に

よる動員を図るとともに、第２部の内容を見直す。 

 

［ 応募数の推移 ］ 

区 分 第１回（H16） 第２回（H17） 第３回(H18) 第４回（H19） 第５回（H20） 

応募総数 554 850 1,088 1,352 1,423 

（県内応募数） （23） （4） （87） （318） （453） 

応募都道府県 28 25 25 22 22 

高校数 48 54 55 45 39 

 

［ 表彰者 ］ 

（ 個人の部 ） 

賞名 論文タイトル 氏名 高校名 学年 

環境大賞 川と共に生きる 宮本 彩 島根県津和野高等学校 １ 

鳥取県知事賞 環境戦士 エコ・イエローは考える 五十川 諒 兵庫県立三木高等学校 ２ 

鳥取市長賞 湖山池の環境問題 森 文香 鳥取県立鳥取東高等学校 ２ 

新日本海新聞社賞 まもりたい 中上 祥恵 徳島県立池田高等学校 ２ 

＊上記の他、佳作３件 

 

（ 団体の部 ） 

賞名 高校名 応募数 所在地 

学校賞 愛知県立岡崎商業高等学校 301 愛知県 

〃 鳥取県立鳥取東高等学校 295 鳥取県 

〃 鳥取県立鳥取西高等学校 155 〃 

＊上記の他、応募数の多い高校１３校に奨励賞を授与 
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イ  マスコミへの資料提供 

本学関連のイベントや、教員の研究活動、学生の活動等について、９９件の情報を各マスコミに

提供し、その内容が新聞やテレビなどに１０３回取り上げられた。 

掲載等の取り上げられた比率は提供数の１０４％と非常に高かった。（関連する記事掲載等によ

り１００％を超えた数値になっている） 

今後も引き続き情報提供を積極的に行う。 

 

ウ パンフレット類の作成 

受験生、保護者、高校教員、一般向けに、次のパンフレット類を作成し、それぞれ高校・企業・

在学生の保護者等への送付、高校訪問、進学相談会、オープンキャンパス、企業懇談会などでの配

布を行い、大学の広報資料として活用した。 

・ 大学案内 

・ パンフレット「ＥＣＯ」（２種類：女子学生向け、就職内定版） 

・ 学報「若葉台レポート」（年２回：保護者等向け） 

・ その他、出前講義メニュー、ポスター、チラシ等 

 

エ 広報媒体による広報活動 

受験雑誌、Ｗｅｂ広告、新聞広告等の広報媒体を用いて、主として受験生に対して本学の魅力・

学科の内容、研究活動などをアピールし、学生募集活動を行った。資料請求者などの接触者総数は 

４,９９０件と対前年１２４％と大きく伸びた。また、接触者実数も３，９３９で件と１１７.

５％と大幅に伸びた。しかし、直接志願増には結びつかなかった。  

効果的な時期・媒体の検討や、魅力的な内容に変更することにより、志願者増を目指す。 

 

オ オープンキャンパスの実施 

     学生確保策の一環として、６／１４（土）、８／２（土）３（日）、１０／５（日）に本学にお

いてオープンキャンパスを実施した。本学の施設見学、学科の模擬授業、大学の概要説明、受験相

談などを実施した。４日間で、受験生、受験生の保護者、高校教員、一般来場者など計６１３名で

昨年より１７５名減少したが、受験対象者（高校生）が２２２名と昨年の２１６名に若干増加した。

イベントの見直しや告知方法を改善して、参加者増を目指す。 

 

  カ 高校訪問の実施 

県内外の高校に本学の内容を周知するため、延べ１，０１４校と昨年により２５０校以上多く訪

問し説明と本学への出願の依頼を行った。年度当初の学長の県内高校の訪問を含め、県内に近県に

は高校担当参与による訪問を重点的に行った。また在学生による母校訪問も展開した。 

今年度は入学者は昨年より１１名増加したが、志願者数の減少を止められなかったが、更に効果

的な訪問時期の検討、訪問資料の改善、訪問先の検討・拡大を行い、精力的に高校訪問を実施する。 
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キ 高校内説明会の実施 

高校説明会は直接高校生と接触できる機会で、本学のことを詳しく伝えられるため、積極的に参

加した。実績は昨年より１６校増え４５校、８３３名の生徒に対し説明を行った。今後も参加高校

を増やしていく。 

また、高校教員対象説明会を、９／２９及び３０に鳥取県東部と西部で開催した。学長挨拶、学

科長による学科の説明及び学生によるプロジェクト研究の発表などを行い、教員からの評価は高

かった。 

 

ク 進学相談会への参加 

本学主催の相談会も含め、全国各地で行われる進学相談会に出展し、本学に興味を持つ来場者（高

校生、高校教員、保護者）に本学の魅力をアピールした。 

会場数は２７会場、本学訪問者は９６名であった。会場数を４会場増やしたため訪問者も昨年に

比べ２０名ほど増加した。今後は場所や日程について検討していく。 

 

ケ その他 

    県内高等学校校長会において、学長より本学のアピールを行った。 

 

【 平成２１年度広報計画 】   

   環境マネジメント学科の設置、既設学科の名称変更などを含め充実を図り、また奨学金制度の導入   

  や県内出身者に対する手厚い授業料減免等の施策により、入学者が開学以来初めて増加した。ただし、

志願者数は減少しているため、以下のポイントに重点を置き効果的、効率的な広報施策を実施する。 

 

   ①学長メッセージや全国レベルのプロジェクト研究等を地元紙及び全国紙を通じて発信する。 

   ②重点地域（県内、隣接県、中四国）への高校訪問を充実する。 

   ③高校内ガイダンスへの積極的参画など、高校生と直接触れ合う機会を拡大する。 

   ④受験情報誌及び受験情報サイトを活用して、情報発信を充実する。 
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【 入学試験 】 

コ 学部入試 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 志願者 ］  

（ 学科別志願者 ） 

総志願者数は２５９名で昨年に比べ３９名減少し、対前年比は△１３.１％であった。改編を

行った環境政策経営、環境マネジメント両学科を合わせて２５名の減少（△１２．２％）、特に

情報システム学科は１３名減少し、対前年比△２２．４％と大きく下回った。建築・環境デザイ

ン学科は１名の減で△２．９％であった。 

 

（ 鳥取県内志願者 ）    

前年に比べ３名減少した（△２.１％）。東部地区は１５名減少（△１３．９％）、中部は変わら

ず、西部は７名の増（＋５０％）であった。 

  

 

（ 鳥取県外志願者 ）    

昨年に比べ３６名（△２３.７％）減少した。特に目立つのは島根県で１１名減（△３７．９％）

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

志願者 合格者 入学者 
区分 学科 

募集 

定員 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 

環境政策経営 99 84 77 50 

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 99 96 
205 △12.2%

89 
187 △11.2%

54 
96 108.3%

建築・環境ﾃﾞｻ゙ ｲﾝ 39 34 35 △2.9% 31 31 ±0.0% 23 19 121.1%

情報ｼｽﾃﾑ 39 45 58 △22.4% 35 39 △10.3% 25 26 △3.8%

合計 

計 276 259 298 △13.1% 232 257 △9.7% 152 141 107.8%

環境政策 2 3 2 150.0% 3 2 150.0% 2 2 ±0.0%

環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ 2 2 0 － 2 0 － 2 0 － 

情報ｼｽﾃﾑ 2 2 1 200.0% 0 1 － 0 1 － 

編入学 

(１・２期)

計 6 7 3 △25.0% 5 3 166.6% 4 3 133.3%

＊ 本年度志願者には社会人、留学生を含む。 
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（ 入試区分別志願者 ） 

全体の志願者が減少している中、ＡＯ入試のみ増加している。 

    なお、指定校推薦やＡＯ入試で７割以上を〆る県内の志願者減が大きく影響している。 

     

 

 

 

 

 

［ 入学者 ］ 

（ 学科別入学者 ）    

総入学者数は１５２名で昨年に比べ１１名増加（対前年比＋７．８％）した。前年数を上回っ

たのは開学以来初めてである。入学定員（２７６名）充足率は５５.１％であり、内訳は環境政策

経営学科５０.５％、環境マネジメント学科５４．５％、建築・環境デザイン学科５９.０％、情

報システム学科６４.１％である。 

 

（ 入学手続率 ） 

合格者の入学手続率は、６５．５％で、昨年の５４．９％から１０ポイント以上アップした。

特に一般入試Ａ方式の手続率は４１.２％と前年の３１.８％に比べ１０ポイント持ち直した。セ

ンター試験利用入試１期も３２．６％で、昨年の２７．９％を大きく上回った。 

県内、県外別にみると、県内は７３．２％で昨年の７３．９％と変わらないが、県外は５６．

９％で、昨年の３８．４％より大幅アップとなった。 

 

（ 鳥取県内入学者 ）    

   県内のエリア別入学者は、東部は変わらず、中部は減（△４名）、西部は増加（＋４）となっ

た。 

 

（ 鳥取県外入学者 ） 

   県外入学者は総じて伸びており、入学手続率の高さからも出願先を絞っている傾向が見える。

入学者の出身地は全国に及んでいるが、特に北海道、青森、沖縄等の遠隔地から女子が入学した

のが特徴的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 ＡＯⅠ 指定校推薦 公募推薦 一般入試Ａ 

志願者数 28名 32名 30名 62名 

前年志願者 22名 38名 34名 87名 

差引き ＋6名 △6名 △4名 △25名 

比率 ＋27.3% △15.8% △11.8% △28.7% 
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サ 大学院入学試験の実施 

志願者 合格者 入学者 
区分 領域 

募集 

定員 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 

社会環境学領域 10 0 3 0.0% 0 3 0.0% 0 3 0.0%

環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ領域 5 4 3 ＋33.0% 4 3 ＋33.0% 3 2 ＋50.0%

情報ｼｽﾃﾑ領域 5 0 2 0.% 0 2 0.0% 0 2 0.0%
合計 

計 20 4 8 △50.0% 4 8 △50.0% 3 7 △57.1%

  

［ 入試結果 ］ 

志願者は環境デザイン領域のみで４名、前年度に比べ、全体で４名減少した。志願者は全員本学

の学部生であった。 

 

［ 今後の対策 ］ 

大学院案内・ポスターを作製し、学科と関連のある大学に配布し、大学院を積極的に広報する。

また、今後は社会人が入学しやすいような方策を検討していく。 

 

（５）就職等進路支援 
 就職結果 

  ［ 進路分布 ］ 

  

蔀蔀蔀 蔀蔀蔀  蔀ࠀࠀࠀ

蔀
ȀȀ ࠀࠀ
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［ 学科・領域別就職内定結果 ］ 
１．学部学科別内定状況

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
卒業者(A) 114 35 149 32 12 44 31 5 36 177 52 229
就職希望者(B) 99 31 130 25 9 34 28 5 33 152 45 197
進学・留学者 8 1 9 2 2 4 0 0 0 10 3 13
その他※ 7 3 10 5 1 6 3 0 3 15 4 19
内定者（C） 87 27 114 23 6 29 24 4 28 134 37 171
内定率(C/B） 87.9% 87.1% 87.7% 92.0% 66.7% 85.3% 85.7% 80.0% 84.8% 88.2% 82.2% 86.8%
就職率（C/A） 76.3% 77.1% 76.5% 71.9% 50.0% 65.9% 77.4% 80.0% 77.8% 75.7% 71.2% 74.7%
※アルバイト、公務員受験浪人等

２．大学院領域別内定状況

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
修了見込者(A) 2 0 2 4 0 4 6 0 6 12 0 12
就職希望者(B) 2 0 2 4 0 4 6 0 6 12 0 12
進学・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
内定者(C) 2 0 2 3 0 3 6 0 6 11 0 11
内定率(C/B） 100.0% 0.0% 100.0% 75.0% 0.0% 75.0% 100.0% 0.0% 100.0% 91.7% 0.0% 91.7%
就職率（C/A） 100.0% 0.0% 100.0% 75.0% 0.0% 75.0% 100.0% 0.0% 100.0% 91.7% 0.0% 91.7%

環境政策学科 環境デザイン学科 情報システム学科 全学

社会環境学領域 環境デザイン領域 情報システム領域 院合計
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[ 主な内定先 ] 

（　学　部　）
業種 県外企業

農業､林業

建設業
ｲﾁｹﾝ、ｼﾌﾞﾔﾊﾟｲﾋﾟﾝｸﾞ工業、島根電工、住友不動産ﾘﾌｫｰﾑ、ｾｷｽｲﾊｲﾑ中四国、大和ﾊｳｽ
工業(2)、ﾀﾏﾎｰﾑ、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工ﾎｰﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、ﾊﾟﾅﾎｰﾑ兵庫、東日本ﾊｳｽ、ﾌﾚｯｼｭﾊｳｽ

設計事務所 池下設計

製造業
川上食品、川島織物ｾﾙｺﾝ、ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ電機、高橋工業(2)、ሀŤ

ሀŤሀ�
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[ 就職先業種別グラフ ] 

D-建設業 2%E-製造業 8%

G-情報通信業 3%

H-運輸業，郵便

業 7%

I-卸売業，小売業

31%

J-金融業，保険

業 8%

K-不動産業，物

品賃貸業 3%

L-学術研究，専

門・技術サービス

業 4%

M-宿泊業，飲食

サービス業 9%

N-生活関連サー

ビス業，娯楽業

1%

O-教育，学習支

援業 2%

Q-複合サービス

事業 8%

R-サービス業

10%

S-公務 4%

 
 

[ 就職先地域別グラフ ] 

北海道 0%東北 0%

関東･甲信 26%

北陸 1%

東海 4%

近畿 19%

中国 43%

四国 2%

九州 5%
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[ 鳥取県内出身者の県内就職状況 ] 

項目 政策 ﾃﾞｻﾞｲﾝ ｼｽﾃﾑ 合計 比率 4期生 3期生 2期生 1期生
県内出身者⇒県内就職 25 9 2 36 38.3% 58.0% 57.0% 57.5% 65.1%
県内出身者⇒県外就職 29 6 23 58 61.7% 42.0% 43.0% 42.5% 34.9%
内定者数　小計 54 15 25 94
未内定者数 4 2 4 10
　小　　計 58 17 29 104
県内出身者の就職内定率 93.1% 88.2% 86.2% 90.4% 93.5 93.4% 93.8% 95.0%

県外出身者⇒県内就職 6 1 0 7 9.1% 4.6% 11.5% 12.0% 9.7%
県外出身者⇒県外就職 54 13 3 70 90.9% 95.4% 88.5% 88.0% 90.3%
内定者数　小計 60 14 3 77
未内定者数 12 3 1 16
　小　　計 72 17 4 93
県外出身者の就職内定率 83.3% 82.4% 75.0% 82.8% 94.2 95.8% 92.6% 92.4%  
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[ 進路支援施策 ] 

（ 就職ガイダンス等の開催 ） 
３年生対象：２０回 うち４回は外部講師の「就職実践講座」、１回は若者仕事ぷらざ主催 

「就職セミナー」を実施。企業の採用活動状況に合わせ、実践的な内容をでき 
るだけ前倒しして実施した。 

２年生対象：２回 前期：今から考えるｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ 後期：自分に合った仕事の見つけ方 
新入生対象：２回 前期：進路ガイダンス    後期：就活の準備／充実した学生生活 

 
４年生向「県内企業紹介ガイダンス」（５／１、７／２） 
県内の募集中企業を紹介。初回を前年より早い時期に実施し、さらに前期試験前に再度まだ募

集中の企業を紹介した。 
 

３年生向「関西企業紹介ガイダンス」（１２／１１） 
     関西地区担当参与の開拓企業を紹介。西田参与にも参加して頂き、他企業を受験する場合より

有利な点を説明、積極的な応募を促した。また紹介した多くの企業が学内合同説明会にも参加す

ることを伝えたため、合同説明会への積極的な参加に結びついた。 
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（ 企業懇談会の開催 ） 

岡山会場〔１０／１７〕：２７企業参加  （１８企業） 

東京会場〔１０／２４〕：２０企業参加  （１６企業・団体） 

大阪会場〔１１／ ７〕：３４企業団体参加（３６企業・団体） 
米子会場〔１１／１４〕：１２企業参加  （１７企業・団体）  
＊ カッコ内は前年 

 

（ 業界・企業研究 ） 

鳥取県の企業・産業紹介フェア （鳥取県商工労働部が主催） 
１１／１３県内有力企業１５社が参加。講義形式で１社１５分程度でＰＲ。延べ３５０名が各

社の説明を聞いた。 

 
（ 業界研究会 ） 

１１／２０、２７、１２／１１の３日間で９社の採用担当者を招聘。のべ１５０名が参加。昨

年よりも参加する学生は増加し、危機感を感じることが出来た。また、学生数の減少に合わせ招

聘企業を絞ったことで１社当たりの参加学生が増加し効果も上がったと思われる。 

 

（ 個別面談 ） 

     １０／５～１１／６まで予約制で実施、約１００名と面談。その後は予約なしで適宜実施。 
 

（ ＥＣＯ検定 ） 

    第４回 ７／２０ 本学において実施 
      本学 受験者     ２３名  合格者     １２名（合格率５２．２％） 
      全国 受験者 １４，９８３名   合格者 １１，９４２名（合格率７９．７％） 
 
      第５回 １２／２１ 本学において実施 

    本学 受験者    ３５名   合格者    １８名（合格率５１．４％） 
      全国 受験者２２，０１８名    合格者１４，２６７名（合格率６４．８％） 

 
（ その他就職・進路支援策 ） 

就職支援チャーターバスの運行 

３／１１ 毎ナビ就職ＥＸＰＯ  参加１８名 
 
借上宿舎の提供（学生負担１泊２，０００円 Ｈ２１．２／８～６／８）  
東京１室 大阪２室 
利用状況（Ｈ２１．２／８～３／３１） 
東京 １２泊（２４） 関西 ２５泊（５０）  
＊  カッコ内は前年 

 

��
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資格取得支援制度 
       学生の自己啓発推進とキャリア形成及びより有利な就職活動の展開を目指し、昨年より 

資格取得支援制度を創設した。 
      

＜制度の概要＞ 
大学が指定する資格試験に合格した場合受験料の半額を補助する。 

      
＜利用実績＞ 

資格試験数   ２８種類 （１４種類） 
資格支援制度利用状況 

利用申請者 交付申請者 主な取得資格 

１６７名 ６２名 

ビジネス能力検定２級 
ビジネス文書検定２級 
秘書検定２級 
ファイナンシャル・プランニング技能検定３級 
簿記検定試験２級 など 

       申請者  ＥＣＯ検定 ６３名 （１１４名） 
       合格者  ＥＣＯ検定 ３０名 （ ６０名） 
       補助額  １４３，２００円  （１８３，１００円）  

＊ カッコ内は前年 

       資格試験数が倍増、制度が周知され様々な資格を目指す学生が申請してきた。資格取得意欲

の増進に貢献していると思われる。一方ＥＣＯ検定の受検者が急減しており対策を講じる必要

がある。 
 

同窓会との共催でＯＢ・ＯＧによる「行列のできる就職相談会」開催 
      参加者 相談員（OB.OG ２３名） 学生 ５０名（１年～４年） 
 

（６）学外交流 

  ア 高校との交流・連携 

   ・ 県立高等学校との交流連携を図るため、教職員の相互派遣による授業を実施。 

      派遣：６校 延べ１６名 

      受入：１科目（建築の数学基礎）１名 

 

・ 高等学校への環境教育の推進を目的に、鳥取情報ハイウェイ等の高速情報網を活用した『遠隔

環境教育』を実施した。 

      実施：１校（米子工業高校 ７／１７） 
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イ 地域イベント・社会連携・国際交流事業の開催・参画 

[ 地域イベント ] 

    地域に開かれた大学の実現を図るとともに、地域社会へ研究・教育の成果を還元するため、 

主催事業を開催するほか、地域で開催されるベントに大学として参画。 

アンケート等の結果によっても、これらのイベントに対する満足度は高く、地域貢献という本

学の使命の１つを果たしていると考える。また、学生がこうしたイベントに参加することで、学

生に対する教育効果も期待できる。今後も引き続き、地域イベントの開催及び参画を行う。 

イベント名 開催日 主 催 会 場 備 考 

地球環境講演会～Ｇ８北海道洞爺湖サ

ミットを前に地球環境問題担当特命全

権大使を迎えて～ 

４／２６ 鳥取環境大学 とりぎん文化会館 ５５０名 

鳥取県環境フォーラムin鳥取環境大学 〃 〃 鳥取環境大学 １１０名 

公開セミナー「ごみ学のすすめ」 １０／２ 〃 〃 ６０名 

シンポジウム「高効率ごみ発電による低

炭素社会の実現」 

東京会場 

１０／２１ 

大阪会場 

１０／２３ 

鳥取環境大学、廃棄

物工学研究所 

国連大学、経営支

援プラザUMEDA 
１９５名 

宇宙から考える地球環境問題 １１／１ 
鳥取環境大学、 

JAXA 
鳥取環境大学 ７０名 

地球環境講演会Ⅱ～いま地球で何がお

こっているか～ 

平成２１年 

１／２５ 
鳥取環境大学 さざんか会館 ３０名 
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[ 公開講座の実施 ] 

地域に開かれた大学の実現を図るため、公開講座を実施した。平成１９年度より、県西部でも  

県東部と同内容の講座を実施し、平成２０年度においても、県東部、県西部で２シリーズ、計

１８回の講座を実施した。平成２１年度においても、県東部、県西部での開催を継続し、固定

層の満足と新規層の取り込みに努める。 

シリーズ タイトル 開催日 受験者数 

中国の環境問題と地球温暖化 

～発展途上国の一例として～ 
５／１０、５／３１ 

地球温暖化と私たちにできること ６／７、６／１４ 

地球温暖化問題と森林管理 ７／５、７／１２ 

自動車と地球温暖化対策 ８／２、８／９ 

工業分野の地球温暖化対策、最先端 ９／６、９／１３ 

地球温暖化について考える 

西欧の文化と環境の課題 １０／１１、１０／２５ 

鳥取会場 ２６８名 

米子会場 １８０名 

合 計 ４４８名 

インターネットと身近な環境 １１／１、１１／８ 

携帯電話 

～光と影と、上手な付き合い方～ 
１２／６、１２／１３ 

生活に役立つ情報技術 

自分の健康は自分で作る～人体内通信

を利用したe-健康サービス～ 
Ｈ２１．２／１４、２/２１ 

鳥取会場 １２３名 

米子会場 ５６名 

合 計 １７９名 

 
[ 国際交流事業 ] 

      海外の大学との研究交流 

提携状況 国名 大学名 締結・協定日 

ニュージーランド ユニテック工科大学 Ｈ１２．１１ 

フランス パリ－ベルビル建築大学 Ｈ１４．８ 

デンマーク オーフス建築大学 Ｈ１５．９ 

ロシア ロシア極東国立総合大学 Ｈ１５．１０ 

締結完了 

韓国 清州大学校  Ｈ１９．８ 

中国 吉林大学 Ｈ１４．８ 
事前協定 

韓国 江原大学校 Ｈ１４．８ 

   

 [ その他 ] 

   ・ ２００８日中友好クブチ砂漠植林サミットへの学生参加（５／１７～１８） 

   ・ 日・韓水産セミナーへの教員派遣（５／２８） 

   ・ ドイツ環境保全展（ポスター展）（１０／１～１５） 

     ・ 中国太倉市視察受入（１１／２７） 
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ウ 学生の海外派遣及び留学生との交流 

[ 大韓民国江原道春川市の翰林（ハルリム）大学校学生との交流 ] 

開 催 日：７／９ 

参加人数：本学学生１１名 

     内  容：翰林（ハルリム）大学から１０名の学生が来学し、本学学生と交流・親睦をはかった。 

 

エ 研究交流活動 

[ 出展事業 ] 

展示会へ出展し、本学の研究成果等を広くアピール。 

今後も各イベントの趣旨、開催規模、来場者層等及び出展条件等を勘案しつつ出展を行う。 

イベント名 開催日 開催場所 

環境フェアin KOBE ５／２４～２５ 神戸市 

NGO・NPOの広場 〃 〃 

メッセナゴヤ ９／１１～１４ 名古屋市 

鳥取サイエンスワールド ９／１５ 米子市 

産学官連携フェスティバル２００８ １０／１７ 鳥取市 

ECOフェスティバル １０／２６ 米子市 

エコプロダクツ２００８ １２／１１～１３ 東京江東区 

NIKKOフェア（日

日

米

出

ル

K

〃

８

ア（日

日２１１／

を
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６

米

３
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京
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催
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（７）環境関連活動 

  ア ISO事業  

［ 外部審査（サーベイランス）関係 ］ 
審 査 機 関 名：株式会社日本環境認証機構 

審 査 日：Ｈ２１．１／１９～２０ 

審 査 結 果：更新「合格」（改善点として９点の指摘あり） 

 

今年度実施された更新審査で９点の改善点が指摘された。平成２１年度では指摘された９点の

改善点に取り組み、本学ＥＭＳの向上・改善に努める。 

 

［ 内部監査関係 ］ 

   内部監査員養成：９／２２、２４、２６、２９、３０ 

  内部監査実施期間：１１／１２～２５ 

内部監査責任者：環境デザイン学科 教授 中村貴志 

内部監査員（教職員１４名、学生１６名）１３チーム編成し、１６部署を監査。 

   理事長への中間報告及び最終報告：１２／１７、Ｈ２１．３／２５ 

 

  内部監査員（学生）が減少しているため、内部監査員の中には２～３部署の監査にあたらなけ

ればならない状況であり、そういった内部監査員には大きな負担がかかっている。また、内部監

査員の資質と力量に相違が見られるのも問題点の一つといえる。平成２１年度では、内部監査員

（学生）を一人でも増やすため、ＰＲ等を強化し、また授業の一環となるような仕組みづくりに

努める。 

 

［ 人材育成関係 ］ 

エ コ 検 定 試 験：第４・５回合算 受験者６３名 合格者３０名。 

学生へのＩＳＯレクチャー実施：４／７～８、９／２５ 

学 生 表 彰 制 度：学生ＩＳＯ委員会の活動、卒業生表彰で１名が受賞 
鳥取県版環境管理システム（TEAS）への学生参加：延べ１４名 

 

    エコ検定の受験者数は昨年度と比較して大幅に減少した。これは学生全体の減少が大きな原因

であると考える。合格率は全国平均を下回っており、平成２１年度ではエコ検定の合格率向上に

向けて、受験対策講座の強化などに取り組む。 

    ＩＳＯレクチャーでは鳥取市より講師を派遣し、ゴミ分別の講話、指導を行っている。次年度

においても継続して実施する。 
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イ 校内環境負荷軽減活動 

ＣＯ2削減、ゴミ分別、ゴミの再資源化、コピー用紙の有効活用、通勤・通学時自動車燃費軽

減の自主的取組、講義棟・学生研究室の空調温度管理、電気製品・パソコンの帰宅時コンセント

はずし、昼食時の消灯等。 

取組み内容 備 考 

CO2削減学長プロジェクト継続 － 

BDF使用スクールバスの運行 TUESスクールバス、ラルゴ 

学内売店でのグリーン商品の陳列 ２２０品 

事務用品・パソコン等のグリーン製品購入 － 

ISO14001カードの配布 ４月実施 

学生へのISOレクチャー ４／５～７、９／２７実施 

学生への景観通信簿アンケート 
４月及び９月実施 

学生ISO委員会 

学生一斉清掃 
４／１９及び７／５実施 

学生ISO委員会 

学内清掃会社との清掃活動 
Ｈ２１．１／１４実施 

学生ISO委員会、清掃会社 

ペットボトルキャップ・紙パックの回収 学生ISO委員会 

割り箸の回収 － 

リターナブル食器の使用とゴミの分別回収コーナーの設置 環謝祭（学園祭）において 

 

  ウ 環境研究関連 

研究内容 備 考 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センターとの研究等の支援

に関する協定書 
４／２３（会場：鳥取環境大学） 

廃棄物系バイオマス（廃食用油）の利活用を核とした低炭素

循環型社会の構築に関する研究 
９／１９事業採択 

研究者一覧・研究テーマ集 ９月発行 

低燃費車への学生駐車料金優遇によるCO2排出削減 許可台数９６台（CO2削減学長プロジェクト） 
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  エ 地域社会貢献活動（環境関連） 

活動内容 備 考 

公開講座 １８回 実施 会場：鳥取、米子 

地球環境講演会 

～Ｇ８北海道洞爺湖サミットを前に地球

環境問題担当 特命全権大使を迎えて 

４／２６（会場：とりぎん文化会館） 

環境大臣会合関連イベント 

「環境フェアin KOBE」、「NGO・NPO交流の

広場」 

５／２４～２５（会場：神戸市中央体育館、神戸学院大学） 

環境教育リーダー研修基礎講座 １０／２２～２４（会場：鳥取環境大学） 

鳥取県環境フォーラム in 鳥取環境大学 ７／１９（会場：鳥取環境大学） 

ポスター展『持続可能な暮らしと社会ドイ

ツ環境保全展』 
１０／１～１５（会場：鳥取環境大学） 

ナゴヤメッセ２００８ ９／１１～１４（会場：ホートメッセなごや） 

シンポジウム「高効率ごみ発電による低炭

素社会の実現」 
１０／２１、２３（東京、大阪） 

地球環境講演会Ⅱ「いま地球で何が起こっ

ているか」 
Ｈ２１．１／２５（会場：さざんか会館） 

遠隔教育 １回（米子工業高校） 

ＪＴ（日本タバコ）との若桜街道清掃 ４／２９実施 

鳥取砂丘除草ボランティア ８／２９実施 

全国高校生環境論文 １０／１２実施 

市街地清掃（若葉台、津ノ井） ７／１５、１１／２９実施 

審議会委員、講演活動等 ２７０件以上 

研究室開放及び研究展示 オープンキャンパス・

・

街

 

研

及

及 研

放

研

オ

街

街

街街☀
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オ TEAS事業 

［ ＴＥＡＳ審査業務実績 ］ 

     １０月に審査機関としての定期審査を受け、引き続き審査機関としての活動が認定された。本

学学生が対応し、本学学生への教育と共に、高等学校へのＰＲ活動を行った。平成２１年度はさ

らなる審査員の質の向上に務めると共に、新規件数の確保に努める。 

 

Ⅰ種審査 １件 

     Ⅱ種審査 １５件（内高等学校１４校、体育施設１施設） 

             （学生副審査員の活動数１３） 

 

（８）情報システム関連 

 情報メディアセンター活動実績 

実 施 内 容 実 績 

図書館開館日数 ２５１日 

来館者（学生・教職員・学外者を含む延べ人数） ６５，１８０人 

図書資料貸出冊数 ６，８３５冊 

視聴覚貸出回数（学生は館内のみのため数に含まない） １０７回 

パソコン等情報機器貸出回数                  ５３５回 

相互貸借依頼件数（文献複写・現物貸借を含む） ２６９件 

図書資料受入れ点数（図書システムへの登録分） １，９６５点 

視聴覚資料受入れ点数（図書システムへの登録分） ３１点 

データベースサービスの新規導入（３種類） 

日経ＢＰ記事検索サービス 

朝日新聞社データベースサービス 
エコロジーエクスプレス 

パソコンヘルプデスク受付件数 ８４７件 

学生用パソコン修理受付件数 ３６１件 

情報コンセント点検 ２回（９月及び３月） 

平成２０年度新入生のパソコン設定（全員分の回収及び再配布） １回（４月） 

全学サーバシステムの新規稼動 ４月 

 

[ 蔵書点検の実施 ] 

Ｈ２１．２／２３～２６ 閉館として実施 

点検対象点数：６７，４２９点 点検結果 不明６点 うち除却対象として３点を認定 
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[ 各種協議会への参加 ] 

中国四国地区大学図書館協議会及び鳥取地区の図書館関係の協議会に参加：８回 

 

[ 一般向け講演会の実施 ] 

     鳥取市立中央図書館と連携し、同館にて一般向け講演会を３回実施 

開 催 日 講 師 演  題 参加人数 

Ｈ２１．１／２４ 小林教授 先生、シマリスがヘビの頭をかじっています！ ３１名 

Ｈ２１．２／２８ 福嶌教授 いま、鳥取砂丘があぶない！！ ４６名 

Ｈ２１．３／１４ 三野教授 豊かさってなんだろう？ ２８名 

 

[ 事務支援システムの更新 ] 

９月：事務支援システム稼動 

事務支援システム：教務（学籍管理を含む）・就職支援・入試・経理・管財等のサブシステ

ムからなる主に事務部門（一部、学生及び教員も利用）にて利用するシステム 

 

（９）新学科の設置準備 

     既存学科の３学科に加え、新たに環境マネジメント学科開設の届出を行い、認められた。平成

２１年度からは１学部４学科体制で教育を行う。同時に、環境政策学科を環境政策経営学科に学

科名変更、環境デザイン学科を建築・環境デザイン学科に名称変更の届出を行った。建築・環境

デザイン学科においては、一級建築士試験受験資格認定課程の変更に対応した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

- 45 - 

（10）法人運営管理 

ア 理事会の開催 
区  分 開催時期 議 案 等 

第３９回 ４／２２ 環境デザイン学科の名称変更について、学長選考手続きにつ

いて 等 

第４０回 ５／２７ 
平成１９年度事業報告及び収支決算について、環境マネジメント

学科の設置に関する届出について、学則の変更について 等 

第４１回 ７／９ 
定員割れ改善計画書の提出について（私立大学等経常費補助金申

請） 平成２１年度学生募集に向けた学生支援策について 等 

第４２回 １０／９ 

「学校法人鳥取環境大学寄附行為」の改正について、懲戒処分の

変更について、業務運営理事会の先決事項の承認について、「鳥取

環境大学学長選任規程」の改正について 等 

第４３回 １１／１７ 「鳥取環境大学学長選任規程」の改正について、理事・評議

員・監事の選出について 等 

第４４回 １２／２２ 

理事長の選任について、副理事長の選任について、常務理事

の選任について、平成２０年度予算の補正について、評議員

の選出について、「鳥取環境大学授業料等の減免に関する規

程」の改正について 等 

第４５回 
平成２１年 

２／１２ 
学長の選考について、平成２１年度事業方針について 等 

第４６回 
平成２１年 

２／２５ 
学長の選考について 

第４７回 
平成２１年 

３／２７ 

大学院の学生を対象とする学生支援制度について、平成２

０年度予算の補正について、平成２１年度事業計画（案）

及び予算（案）について、副学長の選任について、センター

長の選任について、研究科長の選任について、学科長の選

任について、評議員の推薦について、評議員の選任につい

て、諸規程の改正について 等 
 
イ 評議員会の開催 

区  分 開催時期 議 案 等 
第３０回 ５／２２ 平成１９年度事業計画書及び収支決算について 等 

第３１回 １０／１ 
「学校法人鳥取環境大学寄附行為」の改正について、「鳥

取環境大学学長選任規程」の改正について、業務運営理

事会の先決事項の承認について 等 

第３２回 １１／１９ 評議員の選任について、理事の選任について、監事の選任に

係る同意について 等 

第３３回 
平成２１年 

３／１９ 

大学院の学生を対象とする学生支援制度について、平成２１

年度事業計画（案）及び予算（案）について、平成２０年度

予算の補正について 等 
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ウ 業務運営理事会の開催 

日常的な管理運営事項等を審議するために、業務運営理事会を計７回開催し、次に掲げる事項

についての報告も行った。 

・ 例月の業務の執行状況及び月次決算書等の報告 

・ 学生の活動状況及び異動（休退学など）状況 

・ その他大学行事の実施状況など必要と認める事項 
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２ 法人の概要 
（１）学校学部・学科等 

設置学校名 学部・研究科・課程名 学科・専攻・附属施設等名 
環境情報学研究科 環境情報学専攻 

鳥取環境大学 
環境情報学部 

環境政策学科 
環境デザイン学科 
情報システム学科 

（２）入学定員、学生数の状況 
 
 
 
 
 
 

大学院 領域名 入学定員 収容定員 学位又は称号 

社会環境学領域 １０ ２０ 

環境デザイン領域 ５ １０ 環境情報学研究科 
情報システム領域   ５ １０ 

修士（環境情報学） 

計 ２０ ４０  

（３）教職員・役員の概要（平成２０年４月１日現在） 
  ア 役 員 

理事長 副理事長 常務理事 理 事 理事計 監 事 
１ １ １ ７ １０ ２ 

   
イ 教 員 

学   長 副 学 長 研 究 科 長 
１ １ １ 

 

環境情報学部 教 授 准教授 講 師 助教 助 手 計 

環境政策学科 ８ ７ ０ ０ ０ １５ 

環境デザイン学科 ７研究科長含む ３ ０ １ ０ １１ 

情報システム学科 ８ ３ ０ １ ０ １２ 

人間形成教育センター ０ １ １ ０ ０ ２ 

計 ２３ １４ １ ２ ０ ４０ 

＊ 環境デザイン学科には特任教授1人を含む 

＊ 環境情報学研究科の兼任教員３４人を含む 
   

ウ 事務局職員 
事務局長 次 長 総務課 企画交流課 入試広報課 学務課 就職課 図書情報課 合 計 

１ １ ８（１） ５ ５ ６（３） ２（２） ５（２） ３４（７） 
＊ （ ）は嘱託職員及び派遣職員で別数 
＊ 東京・大阪駐在、高校訪問担当等の参与は含まず 

学部名 学科名 学部定員 編入学定員 収容定員 学位又は称号 

環境政策学科 １６６ ２ ６６８ 学士（環境政策学） 

環境デザイン学科 ７９ ２ ３２０ 学士（環境デザイン学） 
環境情報学

部 
情報システム学科 ７９ ２ ３２０ 学士（情報システム学） 

計 ３２４ ６ １，３０８ － 



 

- 48 - 

３ 財務の概要 
（１）経年比較 
【消費収支】                                 （金額単位：百万円（端数四捨五入）、< >内は前年対比：%） 

科　　目 １３年度

学生生徒等納付金 659 1,053 ＜159.8＞ 1,389 ＜131.9＞ 1,673 ＜120.4＞ 1,525 ＜91.2＞ 1,352 ＜88.6＞ 1,157 ＜85.6＞ 935 ＜80.8＞

地方公共団体補助金 1,849 1,070 ＜57.9＞ 609 ＜56.9＞ 221 ＜36.3＞ 28 ＜12.7＞ 24 ＜85.7＞ 23 ＜95.8＞ 19 ＜82.6＞

国庫補助金 173 ＜－＞ 159 ＜92.4＞ 164 ＜103.1＞ 137 ＜83.5＞

その他 79 82 67 60 82 33 98 113 ＜115.3＞

消費収入計（Ａ） 2,587 2,041 ＜78.9＞ 2,065 ＜101.2＞ 1,954 ＜94.6＞ 1,808 ＜92.5＞ 1,568 ＜86.7＞ 1,442 ＜92.0＞ 1,204 ＜83.5＞

人件費 701 774 ＜110.4＞ 800 ＜103.4＞ 799 ＜99.9＞ 765 ＜95.7＞ 786 ＜102.7＞ 765 ＜97.3＞ 731 ＜95.6＞

教育研究経費 665 799 ＜120.2＞ 829 ＜103.8＞ 821 ＜99.0＞ 689 ＜83.9＞ 587 ＜85.1＞ 579 ＜98.6＞ 605 ＜104.5＞

管理経費 279 296 ＜106.1＞ 323 ＜109.1＞ 282 ＜87.3＞ 300 ＜106.4＞ 264 ＜88.2＞ 223 ＜84.5＞ 233 ＜104.5＞

その他 0 3 5 3 1 3 1 70 ＜7000.0＞

消費支出計（Ｂ） 1,645 1,872 ＜113.8＞ 1,957 ＜104.5＞ 1,905 ＜97.3＞ 1,755 ＜92.1＞ 1,640 ＜93.5＞ 1,568 ＜95.6＞ 1,639 ＜104.5＞

（Ａ）－（Ｂ） 942 169 ＜17.9＞ 108 ＜63.9＞ 49 ＜45.4＞ 53 ＜108.2＞ △72 ＜-136.3＞ △126 ＜-173.6＞ △435＜△345.2＞

２０年度１８年度１７年度１６年度１５年度１４年度 １９年度
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【貸借対照表】                  （金額単位：百万円）※建物等の有形固定資産が年々減少しているのは減価償却の為 
 
 
 
 
 

科   目 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 

土地 6,008 6,026 6,026 6,026 6,026 6,026 6,026 6,026 

建物 7,603 7,354 7,071 6,795 6,512 6,228 5,944 5,666 

教育研究用機器備品 682 584 471 355 231 184 146 115 

図書 194 239 247 259 263 266 270 274 

現預金・引当資産 1,877 2,551 2,988 3,521 3,869 4,152 4,315 4,220 

その他 164 136 128 109 84 61 57 69 

資産計① 16,528 16,890 16,931 17,065 16,985 16,917 16,758 16,370 

退職給与引当金② 12 22 35 47 43 42 44 44 

未払金③ 119 136 64 120 45 49 42 55 

前受金④ 355 293 268 248 192 160 111 114 

その他負債⑤ 10 20 7 7 5 4 8 13 

基本金⑥ 15,057 15,275 15,306 15,342 15,346 15,380 15,396 15,423 

翌年度繰越消費収入超過額⑦ 975 1,144 1,251 1,301 1,354 1,282 1,157 721 

②～⑦計（＝①） 16,528 16,890 16,931 17,065 16,985 16,917 16,758 16,370 


